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女
性
の
雇
用
の
現
状

　

総
務
省
統
計
局
の
「
労
働
力
調
査
」
に
よ

る
と
、
二
〇
一
二
（
平
成
二
四
）
年
の
女
性

の
労
働
力
人
口
は
二
七
六
六
万
人
（
前
年
差

二
万
人
減
）
で
、女
性
の
労
働
力
率
は
四
八
・

二
％
（
前
年
同
）
だ
っ
た
。
生
産
年
齢
（
一

五
～
六
四
歳
）の
女
性
の
労
働
力
率
は
六
三
・

四
％
（
前
年
比
〇
・
四
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）。

女
性
の
雇
用
者
数
は
二
三
五
七
万
人
（
前
年

比
一
〇
万
人
増
）
で
、
雇
用
者
総
数
に
占
め

る
女
性
の
割
合
は
四
二
・
八
％
（
前
年
比
〇
・

二
ポ
イ
ン
ト
上
昇
）
と
な
っ
て
い
る
。

男
女
雇
用
機
会
均
等
対
策
の 

推
進

　

二
〇
一
二
（
平
成
二
四
）
年
度
に
雇
用
均

等
室
に
寄
せ
ら
れ
た
男
女
雇
用
機
会
均
等
法

に
関
す
る
相
談
件
数
は
二
万
六
七
七
件
。
そ

の
内
容
を
み
る
と
、
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
・
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
の
相
談
が
全
体
の
四
八
・
三
％
と

半
数
近
く
を
占
め
て
い
る
ほ
か
、
婚
姻
・
妊

娠
・
出
産
等
を
理
由
と
す
る
不
利
益
取
り
扱

い
（
一
五
・
四
％
）
や
母
性
健
康
管
理
（
一

四
・
三
％
）な
ど
に
関
す
る
相
談
が
多
く
な
っ

て
い
る
（
図
表
１
）。

　

こ
う
し
た
状
況
の
な
か
、
白
書
は
、
労
働

者
が
性
別
に
よ
っ
て
差
別
さ
れ
る
こ
と
な
く
、

働
く
女
性
が
母
性
を
尊
重
さ
れ
つ
つ
、
そ
の

能
力
を
十
分
に
発
揮
で
き
る
雇
用
環
境
を
整

備
す
る
た
め
、
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
に

沿
っ
た
男
女
均
等
取
り
扱
い
が
徹
底
さ
れ
る

よ
う
に
周
知
啓
発
す
る
と
と
も
に
、
法
違
反

が
認
め
ら
れ
る
企
業
に
対
し
て
は
、
都
道
府

県
労
働
局
雇
用
均
等
室
に
お
い
て
、
迅
速
か

つ
厳
正
な
指
導
を
行
っ
て
い
る
こ
と
を
紹
介

し
て
い
る
。

　

そ
の
う
え
で
、
労
働
者
と
事
業
主
の
間
の

紛
争
に
つ
い
て
は
、
都
道
府
県
労
働
局
長
に

よ
る
紛
争
解
決
の
援
助
お
よ
び
機
会
均
等
調

停
会
議
に
よ
る
調
停
で
、
円
滑
か
つ
迅
速
な

解
決
を
図
っ
て
い
る
。
二
〇
一
二
年
度
の
是

正
指
導
件
数
は
七
六
九
六
件
、
都
道
府
県
労

働
局
長
に
よ
る
紛
争
解
決
の
援
助
件
数
は
五

〇
四
件
、
機
会
均
等
調
停
会
議
に
よ
る
調
停

件
数
は
六
三
件
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
セ
ク
ハ
ラ
に
関
す
る
相
談
に
は
適

切
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、
男
女
雇
用
機
会

均
等
法
に
沿
っ
た
対
策
が
講
じ
ら
れ
て
い
な

い
企
業
を
指
導
。
妊
娠
・
出
産
等
を
理
由
と

す
る
解
雇
や
、
そ
の
他
の
不
利
益
取
り
扱
い

に
関
す
る
相
談
に
対
し
て
も
、
相
談
者
に

と
っ
て
も
っ
と
も
適
切
な
方
法
で
紛
争
の
円

滑
か
つ
迅
速
な
解
決
を
図
る
と
と
も
に
、
男

女
雇
用
機
会
均
等
法
違
反
が
認
め
ら
れ
る
場

合
に
は
、
事
業
主
を
迅
速
か
つ
厳
正
に
指
導

し
て
い
る
。

仕
事
と
育
児
の
両
立
支
援
策
の

推
進

　
「
雇
用
均
等
基
本
調
査
」
を
み
る
と
、
女

性
の
育
児
休
業
取
得
率
は
二
〇
〇
七
（
平
成

一
九
）
年
以
降
、
八
割
を
超
え
て
お
り
、
育

児
休
業
制
度
の
浸
透
度
合
い
が
見
て
取
れ
る

（
図
表
２
）。
し
か
し
そ
の
一
方
で
、
国
立

社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の
「
第
一
四

女性の
　ワーク・ライフの実情

――調査から浮かび上がるもの

特集

政府の成長戦略の柱の一つに位置づけられた「女性の人材活用」。政労使それぞれが、働く女性が活躍しや
すい環境づくりに取り組んでいる。しかし、いまだに多くの女性が、妊娠・出産を機に就労を断念せざるを
得なかったり、旧来からの慣行などで女性が就きにくい職種もある。セクハラ・パワハラなどの職場の問題
に加え、最近では妊娠・出産を理由とする嫌がらせ「マタニティ・ハラスメント」の問題も指摘されている。
特集では、育児期女性の職場進出やパートで働く女性の実情、ものづくり産業における女性の活用などに関
する調査研究成果を通じて、就労継続の阻害要因とそれを取り除くために必要なことを考える。

労
働
力
人
口
が
減
少
す
る
な
か
、
働
く
女
性
の
活
躍
の
推
進
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
厚
生
労

働
省
が
九
月
一
〇
日
に
公
表
し
た
「
厚
生
労
働
白
書
」
で
は
、
働
く
女
性
の
就
労
状
況
の
進

展
を
示
す
デ
ー
タ
と
と
も
に
、
女
性
が
子
ど
も
を
産
み
育
て
や
す
い
環
境
整
備
や
社
会
進
出

を
促
す
取
り
組
み
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
特
徴
的
な
内
容
を
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
。
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回
出
生
動
向
基
本
調
査
（
夫
婦
調
査
）」
や

厚
生
労
働
省
の
「
第
一
回
二
一
世
紀
出
生
児

縦
断
調
査
（
平
成
二
二
年
出
生
児
）」
の
結

果
か
ら
は
、
第
一
子
出
産
後
も
継
続
就
業
を

し
て
い
る
女
性
が
約
四
割
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
こ
と
も
わ
か
っ
て
い
る
（
図
表
３
）。
仕

事
と
育
児
の
両
立
が
難
し
い
た
め
、
や
む
を

得
ず
仕
事
を
辞
め
た
女
性
も
少
な
く
な
い
う

え
に
、
男
性
の
約
三
割
が
育
児
休
業
を
取
得

し
た
い
と
考
え
て
い
て
も
、
実
際
の
取
得
率

は
一
・
八
九
％
（
二
〇
一
二
年
度
）
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
状
況
も
あ
る
。

女
性
の
就
業
希
望
の
実
現

　

白
書
は
、
仕
事
と
子
育
て
等
の
両
立
支
援

に
向
け
た
取
り
組
み
に
関
し
て
は
、
育
児
・

介
護
休
業
法
の
周
知
・
徹
底
、
次
世
代
育
成

支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
く
事
業
主
の
取
り

組
み
の
促
進
、
ベ
ス
ト
プ
ラ
ク
テ
ィ
ス
集
の

普
及
や
助
成
金
の
支
給
を
通
じ
た
事
業
主
へ

の
支
援
な
ど
、
仕
事
と
子
育
て
等
の
両
立
を

図
る
こ
と
が
で
き
る
雇
用
環
境
の
整
備
に
取

り
組
ん
で
い
る
こ
と
を
指
摘
。
子
育
て
を
し

な
が
ら
就
職
を
希
望
す
る
女
性
な
ど
に
対
し

て
も
、
全
国
一
七
三
カ
所
（
二
〇
一
二
年
度

末
現
在
）
に
設
置
す
る
マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
・
マ
ザ
ー
ズ
コ
ー
ナ
ー
に
お
い
て
、

子
連
れ
で
来
所
し
や
す
い
環
境
を
整
備
し
、

担
当
者
制
に
よ
る
き
め
細
か
な
就
職
支
援
、

求
人
情
報
や
地
方
公
共
団
体
と
の
連
携
に
よ

る
子
育
て
情
報
の
提
供
な
ど
、
再
就
職
に
向

け
た
総
合
的
か
つ
一
貫
し
た
支
援
を
行
っ
て

い
る
こ
と
を
紹
介
し
て
い
る
。

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の

取
り
組
み
促
進

　

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
と
は
、「
男
女

の
固
定
的
な
役
割
分
担
意
識
、
過
去
の
雇
用

管
理
に
お
け
る
取
り
扱
い
、
男
性
中
心
の
職

場
慣
行
な
ど
が
も
と
に
な
っ
て
男
女
労
働
者

間
に
事
実
上
生
じ
て
い
る
格
差
の
解
消
を
め

ざ
し
た
企
業
の
自
主
的
か
つ
積
極
的
な
取
り

組
み
」
を
指
す
。
実
質
的
な
男
女
労
働
者
間

の
均
等
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
ポ
ジ
テ
ィ

ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
促
進
が
必
要
と
さ
れ
て

い
る
。

　

白
書
は
こ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
も
触
れ

て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
企
業
に
対
す
る
取

り
組
み
促
進
の
直
接
的
な
働
き
か
け
や
、
ポ

ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
情
報
ポ
ー
タ
ル
サ

イ
ト
を
活
用
し
た
女
性
の
活
躍
状
況
の
情
報

開
示
を
促
進
し
て
い
る
。

図表１　男女雇用機会均等法に関する相談内容の内訳

図表３　女性の出産後の継続就業率

図表２　育児休業取得率の推移
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資料出所：�国立社会保障・人口問題研究所「第 14 回
出生動向基本調査（夫婦調査）」

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」
（※）　平成 24年度調査においては、平成 22年 10月１日から平成 23年９月 30日までの１年間。
（注） 平成 22年度及び平成 23年度の［　］内の比率は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

資料出所：�厚生労働省「第 1回 21世紀出生
児縦断調査（平成 22年出生児）」

（※）（　）内は出産前有職者を 100として、出産後の継続就業者の割合を算出

厚生労働省「平成 24年度　都道府県労働局雇用均等室での法施行状況の公表」


